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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第65期

第２四半期
連結累計期間

第66期
第２四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日

売上高 (千円) 9,293,040 9,379,790 18,805,330

経常損失（△） (千円) △25,086 △142,739 △80,201

四半期(当期)純損失（△） (千円) △280,822 △209,398 △495,570

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △287,293 △139,699 △488,893

純資産額 (千円) 10,116,064 9,249,256 9,705,602

総資産額 (千円) 15,799,405 16,356,234 18,035,645

１株当たり四半期(当期)純損失
金額（△）

(円) △15.49 △11.55 △27.34

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 64.0 56.5 53.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 968,717 1,056,739 600,338

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △152,628 △878,278 △1,082,140

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △346,195 △1,236,451 1,615,965

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,275,488 881,768 1,939,758
 

 

回次
第65期

第２四半期
連結会計期間

第66期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

１株当たり四半期純損失金額
(△)

(円) △18.59 △12.01
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　「売上高」には、消費税等は含まれておりません。

３　「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額」については、１株当たり四半期（当期）純損失金

額であり、また潜在株式がないため記載しておりません。　
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当企業集団(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に重

要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更等はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費に弱さは見られたものの、政府による経済・金

融政策を背景に雇用・所得環境は改善され、引続き景気は緩やかな回復基調となりました。

　しかしながら、キャンディ業界におきましては、ＰＢ商品や新製品の積極的な投入など各メーカー間の競争

は熾烈さを増す一方、原料価格の高止まりと材料・燃料価格が再び値上げ基調になるなど、メーカーの収益環

境は、引続き厳しい状況となりました。

このような経営環境の下、当社グループでは、主力ブランド商品である「ピュレグミ」の大幅リニューアル

を行うと共に店頭販促と連動したＴＶＣＭを投入するなど、売上の拡大を図りました。一方、主力ブランド商

品の規格変更による収益の改善や製造現場での改善活動による原価低減を図り業績回復に努めました。また、

更なる品質の向上を図るため、自社工場での全製造ラインへのＸ線検査装置の設置、グミ商品群の製造工場で

ある朝日工場において「食品安全マネジメントシステム：FSSC22000」の認証取得を推進するなど、全社員一丸

となって品質の向上を推進しました。

当第２四半期連結累計期間の売上高につきましては、袋キャンディは、主力ブランド商品である「健康梅の

ど飴」や「ボイスケアのど飴」の売上が伸長したことなどから、前年同期比2.4％の増加となりました。ポケッ

トキャンディについては、グミ群は前年を上回ったものの、スティックのど飴群の売上減少を主因に、前年同

期比0.5％の減少となりました。素材菓子は、「まるごとおいしい干し梅」の売上が減少したことなどから、前

年同期比6.1％の減少となりました。この結果、第２四半期連結累計期間の売上高は前年同期比86百万円

(0.9％)増収の93億79百万円となりました。

利益面につきましては、売上総利益は、売上高の増加と売上原価率の減少により、前年同期比42百万円

(1.1％)増益の40億70百万円となりました。営業損益は、物流費の増加などにより、前年同期比28百万円減益の

１億17百万円の損失となりました。経常損益は、朝日工場建設に伴う、ものづくり産業応援助成金70百万円の

営業外収益が前年までで終了したこともあり、前年同期比１億17百万円減益の１億42百万円の損失となりまし

た。四半期純損益は、前年に繰延税金資産の一部取崩しに伴い１億67百万円を法人税等調整額に計上していた

こともあり、前年同期比71百万円損失減少の２億９百万円の損失となりました。なお、当第２四半期連結累計

期間においても、平成28年12月期より適用となる法人税率引下げ等による繰延税金資産の一部取崩しに伴い、

25百万円を法人税等調整額に計上しております。

また、平成27年８月６日付「組織一部変更のお知らせ」のとおり、この度、多方面に渡って事業性を確認し

てきた新規分野において、採算の取れない事業を中止し、それに伴う組織変更を行います。事業の選択と集中

を行い、経営資源を当社の中核事業（国内キャンディ事業）に振り向けることで、業績の早期回復を目指す所

存です。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ16億79百万円（9.3％）減少し163億56百

万円となりました。これは主に有形固定資産が１億75百万円増加しましたが、現金及び預金が10億57百万円、

売上債権が９億36百万円減少したことによるものです。

負債の部は、前連結会計年度末に比べ12億23百万円（14.7％）減少し71億６百万円となりました。これは主

に退職給付に係る負債が２億42百万円増加しましたが、仕入債務が１億55百万円、短期借入金が11億円、未払

金が１億69百万円減少したことによるものです。

純資産の部は、前連結会計年度末に比べ４億56百万円（4.7％）減少し92億49百万円となりました。これは主

に退職給付に関する会計基準等の改正に伴う期首利益剰余金の減少２億７百万円、四半期純損失２億９百万

円、配当金１億８百万円の支払によるものです。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末の現金及び現金同等物の期末残高は、前第２四半期連結累計期間末に比べ３億

93百万円減少し８億81百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動による資金は、10億56百万円(前年同期比88百万円増加)の収入となりました。

これは主に減価償却費４億93百万円、売上債権の減少９億36百万円により資金が増加しましたが、税金等調

整前四半期純損失１億54百万円、仕入債務の減少１億55百万円により資金が減少したことによるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動による資金は、８億78百万円(前年同期比７億25百万円増加)の支出となりました。

これは主に有形固定資産の取得による支出10億14百万円、有形固定資産の売却による収入１億51百万円によ

るものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動による資金は、12億36百万円(前年同期比８億90百万円増加)の支出となりました。

これは主に短期借入金の純増減額９億円、長期借入金の返済による支出２億円、配当金の支払１億８百万円

によるものです。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は１億82百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,144,505 19,144,505
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数1,000株

計 19,144,505 19,144,505 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年６月30日 ― 19,144,505 ― 2,864,249 ― 2,141,805
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(6) 【大株主の状況】

（平成27年６月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３－１ 5,317 27.77

カンロ共栄会 東京都中野区新井２丁目１０－１１ 1,136 5.93

株式会社榎本武平商店 東京都江東区新大橋２丁目５－２ 1,127 5.88

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 865 4.51

株式会社みずほ銀行
東京都中央区晴海１丁目８－１２
（常任代理人）
資産管理サービス信託銀行株式会社

860 4.49

三井住友信託銀行株式会社
東京都中央区晴海１丁目８－１１
（常任代理人）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

808 4.22

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 605 3.16

株式会社山口銀行 山口県下関市竹崎町４丁目２－３６ 400 2.08

宮本眞也 東京都杉並区 220 1.14

井村屋グループ株式会社 三重県津市高茶屋７丁目１－１ 220 1.14

計 ― 11,558 60.37
 

(注)　上記のほか当社所有の自己株式1,017千株（5.31％）があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

（平成27年６月30日現在）

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,017,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

18,020,000
18,020 ―

単元未満株式
普通株式

107,505
― ―

発行済株式総数 19,144,505 ― ―

総株主の議決権 ― 18,020 ―
 

(注) 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式909株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

（平成27年６月30日現在）

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
カンロ株式会社

東京都中野区新井２丁目
１０－１１

1,017,000 ― 1,017,000 5.31

計 ― 1,017,000 ― 1,017,000 5.31
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年１月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,009,758 951,768

  受取手形及び売掛金 4,760,843 3,824,564

  商品及び製品 522,224 511,249

  仕掛品 5,929 21,415

  原材料及び貯蔵品 202,523 192,586

  その他 389,529 495,977

  流動資産合計 7,890,808 5,997,563

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 8,123,051 8,562,301

    減価償却累計額 △4,720,947 △4,844,922

    建物及び構築物（純額） 3,402,104 3,717,378

   機械装置及び運搬具 12,531,783 12,330,731

    減価償却累計額 △9,204,076 △9,145,835

    機械装置及び運搬具（純額） 3,327,706 3,184,896

   土地 2,110,444 2,110,444

   建設仮勘定 253,127 199,643

   その他 997,643 1,020,559

    減価償却累計額 △840,430 △807,298

    その他（純額） 157,213 213,261

   有形固定資産合計 9,250,596 9,425,625

  無形固定資産 154,173 150,438

  投資その他の資産   

   投資有価証券 470,005 531,893

   その他 270,061 250,713

   投資その他の資産合計 740,066 782,607

  固定資産合計 10,144,836 10,358,670

 資産合計 18,035,645 16,356,234
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,400,535 1,245,115

  短期借入金 2,700,000 1,600,000

  未払金 779,810 610,250

  未払費用 1,392,374 1,476,655

  未払法人税等 28,595 40,494

  賞与引当金 122,077 71,773

  その他 208,976 120,370

  流動負債合計 6,632,370 5,164,658

 固定負債   

  退職給付に係る負債 1,559,814 1,802,580

  役員退職慰労引当金 76,800 57,410

  その他 61,057 82,327

  固定負債合計 1,697,671 1,942,318

 負債合計 8,330,042 7,106,977

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,864,249 2,864,249

  資本剰余金 2,532,550 2,532,550

  利益剰余金 4,620,994 4,095,275

  自己株式 △332,098 △332,423

  株主資本合計 9,685,696 9,159,652

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 119,283 166,719

  退職給付に係る調整累計額 △99,378 △77,115

  その他の包括利益累計額合計 19,905 89,604

 純資産合計 9,705,602 9,249,256

負債純資産合計 18,035,645 16,356,234
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 9,293,040 9,379,790

売上原価 5,265,460 5,309,640

売上総利益 4,027,579 4,070,150

販売費及び一般管理費 ※1  4,116,976 ※1  4,187,569

営業損失（△） △89,396 △117,419

営業外収益   

 受取利息 181 489

 受取配当金 5,753 6,712

 助成金収入 70,000 －

 売電収入 － 2,176

 その他 13,542 7,318

 営業外収益合計 89,476 16,696

営業外費用   

 支払利息 5,712 6,561

 退職給付費用 15,747 15,726

 売電費用 － 1,123

 その他 3,706 18,604

 営業外費用合計 25,166 42,015

経常損失（△） △25,086 △142,739

特別利益   

 固定資産売却益 － 250

 特別利益合計 － 250

特別損失   

 固定資産除却損 1,941 3,571

 減損損失 66,523 8,789

 特別損失合計 68,464 12,360

税金等調整前四半期純損失（△） △93,550 △154,850

法人税、住民税及び事業税 18,157 29,688

法人税等調整額 169,113 24,859

法人税等合計 187,271 54,548

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △280,822 △209,398

四半期純損失（△） △280,822 △209,398
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △280,822 △209,398

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △6,471 47,435

 退職給付に係る調整額 － 22,263

 その他の包括利益合計 △6,471 69,698

四半期包括利益 △287,293 △139,699

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △287,293 △139,699
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純損失（△） △93,550 △154,850

 減価償却費 516,070 493,257

 賞与引当金の増減額（△は減少） △68,797 △50,304

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） 5,000 －

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 17,101 －

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 57,473

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △165,120 △19,390

 受取利息及び受取配当金 △5,934 △7,202

 支払利息 5,712 6,561

 固定資産除却損 1,941 3,571

 減損損失 66,523 8,789

 有形固定資産売却損益（△は益） － △250

 売上債権の増減額（△は増加） 876,331 936,278

 たな卸資産の増減額（△は増加） △17,331 5,424

 仕入債務の増減額（△は減少） △314,524 △155,419

 その他 112,146 △89,977

 小計 935,568 1,033,963

 利息及び配当金の受取額 5,897 7,154

 利息の支払額 △5,804 △7,048

 法人税等の支払額 △20,429 △11,134

 法人税等の還付額 53,485 33,804

 営業活動によるキャッシュ・フロー 968,717 1,056,739

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △132,987 △1,014,856

 有形固定資産の売却による収入 － 151,375

 無形固定資産の取得による支出 △51,316 △15,206

 投資有価証券の売却による収入 32,716 1

 その他 △1,041 408

 投資活動によるキャッシュ・フロー △152,628 △878,278

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） － △900,000

 長期借入金の返済による支出 △200,000 △200,000

 リース債務の返済による支出 △37,573 △27,805

 自己株式の純取得額 △777 △325

 配当金の支払額 △107,845 △108,320

 財務活動によるキャッシュ・フロー △346,195 △1,236,451

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 469,892 △1,057,990

現金及び現金同等物の期首残高 805,595 1,939,758

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,275,488 ※1  881,768
 

EDINET提出書類

カンロ株式会社(E00378)

四半期報告書

14/21



【注記事項】

(追加情報)

　（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、当第２四半期連結累計期間の繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算（ただし、平成28年１月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会

計年度の35.6％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年１月１日から平成28年12月31日までのものは

33.1％、平成29年１月１日以降のものについては32.3％にそれぞれ変更されております。

　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が17,311千円減少し、当第２四半期連結

累計期間に計上された法人税等調整額が25,481千円、その他有価証券評価差額金が8,170千円、それぞれ増加してお

ります。

 

(会計方針の変更等)

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給

付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めにつ

いて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間

帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年

数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を

使用する方法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が207,556千円増加し、利益剰余金が同額減少

しております。また、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影

響は軽微であります。
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(四半期連結損益計算書関係)

※1　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

代理店手数料 1,252,827千円 1,277,617千円

賞与引当金繰入額 35,163千円 37,497千円

役員賞与引当金繰入額 5,000千円 ― 

退職給付費用 55,573千円 61,672千円

役員退職慰労引当金繰入額 13,670千円 11,100千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※1　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

現金及び預金 1,345,488千円 951,768千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △70,000千円 △70,000千円

現金及び現金同等物 1,275,488千円 881,768千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日)

１　配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月27日
定時株主総会

普通株式 108,784 6.00 平成25年12月31日 平成26年３月28日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年８月７日
取締役会

普通株式 108,773 6.00 平成26年６月30日 平成26年８月29日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日)

１　配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月30日
定時株主総会

普通株式 108,764 6.00 平成26年12月31日 平成27年３月31日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年８月６日
取締役会

普通株式 108,759 6.00 平成27年６月30日 平成27年８月31日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成27年１月１日　至　平成27年６月30日）

当社及び当社の連結子会社の事業は菓子食品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目  
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額（△）  △15.49円 △11.55円

 (算定上の基礎)    

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△） (千円) △280,822 △209,398

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失（△） (千円) △280,822 △209,398

普通株式の期中平均株式数 (千株) 18,129 18,126
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また潜在株式

がないため記載しておりません。
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２ 【その他】

第66期（平成27年１月１日から平成27年12月31日まで）中間配当については、平成27年８月６日開催の取締役会に

おいて、平成27年６月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたし

ました。

　　１　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 108,759千円

　　２　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6.00円

　　３　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　　　平成27年８月31日

 

 

EDINET提出書類

カンロ株式会社(E00378)

四半期報告書

19/21



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成２７年８月７日
 

カ  ン  ロ  株  式  会  社

　　取 締 役 会  御 中

 

有限責任監査法人  ト  ー  マ  ツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    小    林    功    幸

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　大　　枝　　和　　之

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカンロ株式

会社の平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２７年４

月１日から平成２７年６月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２７年１月１日から平成２７年６月３０日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、カンロ株式会社及び連結子会社の平成２７年６月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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